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Ⅰ 障害児の現状 

 ○在宅で生活している障害児数(推計値)：約21万５千人 
                              （全国在宅障害児・者等実態調査（H23）） 

                → 18歳未満人口（約2033万９千人）の1.1％ 
 

      （内訳） ・障害者手帳所持者                         19.9万人 
     ・障害者手帳は非所持だが障害福祉サービス等を利用している者     1.6万人      
                

  ＜身体障害のある児童＞ 
    ・ ７．３万人（在宅で生活しており身体障害者手帳を持っている者の数（H23）。 
            前回調査時（H18)は9.3万人。） 
 

  ＜知的障害のある児童＞ 
    ・１５．２万人（在宅で生活しており療育手帳を持っている者の数（H23）。前回 
            調査時（H17)は11.7万人。） 
 

 ○施設に入所している障害児数(推計値：社会福祉施設等調査) 

  ＜身体障害のある児童＞         ＜知的障害のある児童＞ 
    ・約０．５万人（H21）          ・約０．７万人（H23） 
 

 （参考） 
   ＜重症心身障害児（者）＞ 
     ・ ４．３万人（重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している児童（者）の数。） 
             （岡田喜篤構成員推計） 

障害児及び障害児支援の現状 資料２ 



 平成24年度の児童福祉法改正による障害児施設・事業の一元化  

   児童デイサービス 

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業） 

障害児通所支援 

 

   ・児童発達支援 

    ・医療型児童発達支援 

    ・放課後等デイサービス 

   ・保育所等訪問支援 

 障害児入所支援 

 

    ・福祉型障害児入所施設 

     ・医療型障害児入所施設 

通
所
サ
ー
ビ
ス 

入
所
サ
ー
ビ
ス 

   知的障害児通園施設 

   難聴幼児通園施設 

   肢体不自由児通園施設（医） 

   知的障害児施設 

   第一種自閉症児施設（医） 

   第二種自閉症児施設 

   盲児施設 

   ろうあ児施設 

   肢体不自由児施設（医） 

   肢体不自由児療護施設 

   重症心身障害児施設（医） 

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞ 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 

（医）とあるのは医療の提供を
行っているもの 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 

○  障害児支援の強化を図るため、従来の障害種別で分かれていた施設体系について、通所・入所の利用
形態の別により一元化。 

【市町村】 【市町村】 

 【都道府県】 

 【都道府県】 
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Ⅱ 障害児支援の制度 



児童発達支援・医療型児童発達支援の概要  
                  

１．各障害別から３障害対応 

・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む）     
                              ＊手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象 
 

・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供  

                     ＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能        

３．小規模ニーズへの対応  

２．地域支援体制の強化 

 利用定員を１０人以上  
（＊主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所の場合は５人以上（重症心身障害児者通園事業からの移行を想定。） ） 

○ 従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業について、「児童発達支援」及び「医療型児童発
達支援」等に再編し、様々な障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。 

○ 児童発達支援は、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児童発達支 

    援センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。 

◆ 通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の拠点とし 

     て、 

   ①地域にいる障害児や家族への支援、 

   ②地域の障害児を預かる施設に対する支援を実施する 

     などの地域支援を実施  
 

◆ 関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を提供す 

    るとともに、児童発達支援事業との支援ネットワークを形 

    成するなど、地域支援体制を強化 

◇ 専ら通所利用の障害児に対する支援を行う身近な療 

    育の場として位置づけ 
 

◇ 児童発達支援センターよりも緩やかな実施基準とし、 

    児童発達支援事業の設置を促進 
 

◇ 児童発達支援センターとの支援ネットワークにより地 

    域をカバー（児童発達支援センターからの支援等によ 

     り質も向上） 

（１）児童発達支援センター（医療型を含む。） （２）児童発達支援事業 
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児童発達 

支援事業 

○ センター、事業どちらも、通所利用障害児やその家族に対する支援を行うことは「共通」とし、 
 

        ・ 「センター」は、施設の有する専門機能を活かし、地域の障害児やその家族への相談、障害児を預かる施設への
援助・助言を合わせて行うなど、地域の中核的な療育支援施設 

 

          ・ 「事業」は、専ら利用障害児やその家族に対する支援を行う身近な療育の場 

児童発達 

支援センター                       

 
＜児童発達支援＞ 

 

 身近な地域における通所
支援機能 

 

  通所利用障害児やその家族 

に対する支援 
 

 

◇ センターは３障害に総合的に対応

することが望ましいが、専門機能に
特化したものも可 
   

        例  知的障害、難聴、肢体 

       不自由、重症心身障害、 

       発達障害等 

     

 

 
   保育所等訪 

問支援などの
実施 

  

医療機能 

児童発達支援の整備の考え方 

      児童発達支援は、    ①児童福祉施設と定義される「児童発達支援センター」    

                     ②それ以外の「児童発達支援事業」                               の２類型  

○ センターと事業の違い 

※医療型児童発達 

    支援センターの場合 

《 機能を付加 》  

  

 

相談支援 
  障害児支援利用

計画の作成 

 

 

地域支援 

【ワンストップ対応】 

 

利用者の利便性を考慮 
 ◆ センターで行う地域支援（相談 

   支援等）は３障害対応を基本 
 

 ◆対応困難な場合は、適切な機 

    関等を紹介・あっせん 

 法 

4 

（平成23年10月31日障害保健福祉関係主管課長会議で示した資料） 



 
 
 
 
・  保育所、幼稚園、認定こども園 
 

・ 小学校、特別支援学校 
 

・ その他児童が集団生活を営む施
設として、地方自治体が認めたも
の 

 
 
  
  

保育所等訪問支援の概要 
○ 事業の概要 

・ 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等における集 

 団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を実施することにより、保
育所等の安定した利用を促進。 

○ 対象児童 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ保育所 

Ａ幼稚園 

Ｂ幼稚園 Ｂ保育所 

    児童発達支援センター 

          事業 

 
保育所等訪問支援 

集団生活への 

適応支援 

集団生活への 

適応支援 

集団生活への 

適応支援 

集団生活への 

適応支援 

○ 訪問先の範囲 

 
◆ 障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な  
     支援等                                               ①障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）  
                                                 ②訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等） 

◆ 支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。 
◆ 訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ専門的な支援が 
     必要な場合は、専門職）を想定。 
 

○ 提供するサービス 

 個別給付の 

 ため障害受
容が必要 

相談支援事業や、スタッフ支援を行う障
害児等療育支援事業等の役割が重要 

  保育所や、児童が集団生活を営む施設に通う障害児 
        ＊「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断      

         ＊発達障害児、その他の気になる児童を対象       
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○通所サービスの利用に係る相談等（児童相談所） ○障害児相談支援（個別給付） 
・障害児支援利用援助 
・継続障害児支援利用援助 

障害児相談支援事業者（児） 
※事業者指定は市町村長が行う。 

創 設 

※ 障害児の入所サービスについては、児童相談所が専門的
な判断を行うため、障害児支援利用計画の作成対象外。 

「障害児」の相談支援体系 

通
所
サ
ー
ビ
ス 

○計画相談支援（個別給付） 
・サービス利用支援 
・継続サービス利用支援 

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談） 

指定特定相談支援事業者（計画作成担当） 
※事業者指定は市町村長が行う。 

見直し後 見直し前 

○障害者・障害児等からの相談（交付税） 

市町村／指定相談支援事業者に委託可 
 

○障害者・障害児等からの相談（交付税） 

・支給決定の参考 

・対象を拡大 

○指定相談支援（個別給付） 
・サービス利用計画の作成 
・モニタリング  

○障害者・障害児等からの相談 

指定相談支援事業者 
※事業者指定は都道府県知事が行う。 

市
町
村
に
よ
る
相
談
支
援
事
業 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
等 

（児）とある
のは児童福
祉法に基づ
くもの 

市町村／指定特定（計画作成担当）・一般相談 
支援事業者（地域移行・定着担当）に委託可 
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 学校と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所施設、居宅サービスを提供する事業所（以下「障害児
通所支援事業所等」という。）が緊密な連携を図るとともに、学校等で作成する個別の教育支援計画及び個別の
指導計画（以下「個別の教育支援計画等」という。）と障害児相談支援事業所で作成する障害児支援利用計画及
び障害児通所支援事業所等で作成する個別支援計画（以下「障害児支援利用計画等」という。）が、個人情報に
留意しつつ連携していくことが望ましい。 

児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（概要） 

◆ 趣旨 

（平成２４年４月１８日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課連名通知） 

◆ 留意事項 

１ 相談支援  

障害児支援利用計画等の作成を担当する相談支援事業所と個別の教育支援計画等の作成を担当する学校
等が密接に連絡調整を行い、就学前の福祉サービス利用から就学への移行、学齢期に利用する福祉サービス
との連携、さらには学校卒業に当たって地域生活に向けた福祉サービス利用への移行が円滑に進むよう、保護
者の了解を得つつ、特段の配慮をお願いする。 

 

２ 障害児支援の強化 

（１） 保育所等訪問支援の創設 

このサービスが効果的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問先施設の理解と協力が不可欠であ
り、該当する障害児の状況の把握や支援方法等について、訪問先施設と保育所等訪問支援事業所、保護者
との間で情報共有するとともに、十分調整した上で、必要な対応がなされるよう配慮をお願いする。 

（２） 個別支援計画の作成 

    障害児通所支援事業所等の児童発達支援管理責任者と教員等が連携し、障害児通所支援等における個
別支援計画と学校における個別の教育支援計画等との連携を保護者の了解を得つつ確保し、相乗的な効
果が得られるよう、必要な配慮をお願いする。  
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障害児入所支援の概要  

・  身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む） 
        ＊手帳の有無は問わず、児童相談所、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象 
        ＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能（ただし、医療型の対象は、知的障害児、肢体不自由児、重症心身障害児） 

○ 平成２３年度まで各障害別に分かれていた障害児入所施設については、平成２４年度から「障害児入所 

   施設」として一元化し、重複障害等への対応の強化を図るとともに、自立に向けた計画的な支援を提供。 

○ 障害児入所施設には、従来の事業形態等を踏まえて、①福祉型障害児入所施設、②医療を併せて提供 

   する医療型障害児入所施設の２類型。 

１．各障害別から３障害対応 

２．様々な障害や重複障害等への対応 

◆ 従来の障害種別の施設と同等の支援を確保するとともに、主たる対象とする障害以外の障害を受け入れた場合に、そ 

  の障害に応じた適切な支援を提供（医療型は、このほか医療を提供） 
 

◆ １８歳以上の障害児施設入所者は、障害者施策（障害者自立支援法の障害福祉サービス）で対応することとなることを 
   踏まえ、自立（地域生活への移行等）を目指した支援を提供。 
      ＊重症心身障害児施設は、重症心身障害の特性を踏まえ児者一貫した支援の継続が可能 

  福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設 

３．１８歳以上の障害児施設入所者への対応 

・  障害者自立支援法の障害福祉サービスにより年齢に応じた適切な支援を提供。  
      ＊ 障害福祉サービスの指定を受ける。現に入所していた者が退所させられないようにするため、指定に当たっての特例措置を講ずる。    
      ＊ただし、引き続き、入所支援を受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、満２０歳に達するまで利用することが可 
                能。 
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重症心身障害に対する支援について（１）                                         

● 重症心身障害とは 

   「重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複」（児童福祉法第7条第2項）し、発   

  達期に発症し、医療的ケアの必要な児者。 

○ 重症心身障害施策の目的 
 

  生命を守り、ひとりひとりのライフステージに応じた児者一貫した療育・支援の提供 

 

◆ 重症心身障害児施設（昭和４２年～）  
 ○ 概要：重症心身障害児施設は、「病院」かつ「児童福祉施設」（医療と福祉の一体化） 

                       医療型障害児入所施設（※H24.4児童福祉法改正により一元化） 
 

◆ 指定医療機関（昭和４１年～） 
 ○ 概要：国立療養所に重症児病棟を設置 
 

◆ 療養介護（平成１８年１０月～） 
 ○ 概要：著しく重度の１８歳以上の障害者に対し、適切な医療及び常時の介護を提供          

        重症心身障害児施設等に入所する重症心身障害者や筋ジストロフィー患者等を対象 

施設施策による対応 
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重症心身障害に対する支援について（２）                                         

◆ 在宅の重症心身障害児者への支援 
  ノーマライゼーションの理念に基づき、どんなに重い障害があっても地域で生活ができるようにすることが重要。 
  施設施策とともに希望すれば在宅生活が可能となるよう、併せて重度障害者への在宅施策を推進。 

 
 ○重症心身障害児（者）通園事業の拡充（平成元年度モデル事業、平成８年度一般事業化） 

    ・Ｈ２４．４～ 児童福祉法への法定化 
 

 ○短期入所の充実（自立支援法） 

    ・Ｈ２１．４～ 医療型短期入所の報酬単価の増額及び日帰り型の創設 

    ・Ｈ２４．４～ 医療ニーズの高い児者に対する特別重度支援加算を設定 
 

 ○介護職員等によるたんの吸引等の医療的ケアの解禁 

    ・Ｈ２４．４～ 社会福祉士及び介護福祉士法の改正 
 

 ○その他  総合支援法（居宅介護、重度訪問介護等）、医療保険（訪問看護等） 

※つなぎ法による児童福祉法の改正（平成２４年４月～） 

  ○入所施設・・・身近な地域における療育の提供、児者一貫した支援の継続 

  ○通園事業・・・対応できる事業所の拡大 
        ・障害児入所施設の障害種別一元化（重心施設の名称の廃止。対象として障害名を規定） 

        ・１８歳（福祉の必要がある場合は２０歳）以上は、自立支援法（療養介護等）で対応。 

        ・重症心身障害児（者）通園事業の法定化。 

在宅施策の充実 
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■ 児童発達支援と生活介護を一体的に実施することが 

      可能 
 

  

  

 

 
 

①従来の多機能型事業所による実施、又は小規模な実態を考慮
し、②児童発達支援と生活介護の指定を同時に受ける特例措置
（＊）により実施。 
   

   ＊①定員は児・者の合計、②職員・設備について兼務・共 

    用を可 

    ※障害福祉サービスの指定基準を満たさなくても指定を 

     取ることが可能 

   ＊児童発達支援の最低定員を５人以上と設定。生活介護も 

    ５人以上で実施可能。   

 

 

 

 

○ 今般の児童福祉法の改正により、従来、国庫補助事業で実施してきた「重症心身障害児（者）通園事業」に 

    ついては、「児童発達支援」として法定化。 

○ また、重心通園事業は、１８歳以上の障害者も利用していることから、引き続き支援を提供するためには、 

   併せて障害福祉サービス（生活介護）の指定をとることが必要。  

○ そのため、法定化に当たっては、円滑な移行を考慮し、 

 ①小規模な実施形態に配慮、②児者一体的な支援を継続できるよう特例措置 
     ＊利用者には、支給決定に当たって、本人の申出により障害程度区分の判定等の手続きを省略して支給決定を行う経過措置がある。 

重症心身障害児（者）通園事業の法定化                              
                          

重症心身障害児（者）通
園事業 

 
①重症心身障害児施設等併設・
専用スペース型（Ａ型） 

            定員１５人 

②既存施設内実施型（Ｂ型） 

        定員５人を標準 

 
＊重症心身障害児・者が利用 

【見直し前】 

法
定
化 

            

           

             生活介護 

                  

 

児童発達支援 

 

            

児
者
一
体
的
な
支
援
を
継
続 
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  ○重症心身障害児施設の対応   

 

○ 重症心身障害児施設の１８歳以上の入所者についても、同様に障害福祉サービス（療養介護）により対応 

   することとなるが、重症心身障害児者に対しては、成長した後でも本人をよく知る職員が継続して関わるなど、 

   児者一貫した支援が望ましいことから、重症心身障害児施設からの移行については、次のような特例的な 

    取扱いも可能。 

  

                                                                      
 

 

 

 

                                                                                                        

                                  

                                                           

 

 

 

 

 

 

                                 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

児
者
一
貫
し
た
支
援
の
確
保 

■ 医療型障害児入所施設と療養介護を一体的に実施することが可能 
 

       

    「医療型障害児入所施設」と「療養介護」の両方の指定を同時に受ける。 

 

 

 
医療型障害児入所施設 

（児童福祉法） 

療養介護 
（障害者自立支援法） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定員は児・者の合計、②職員・設備について兼務・共用を可 

 ※障害福祉サービスの指定基準を満たさなくても指定を取ることが 

  可能   

（※）重症心身障害者に対して、年齢・状態に応じて適切な日中活動をできる限り提供するよう努力。 

   また、重症心身障害児者に対する在宅生活支援（短期入所など）にも積極的に対応することが望まれる。 

＜一体的な事業運営＞ 
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＊平成２４年度採択  
  団体 
 ・北海道療育園 
 ・国立病院機構 
  （下志津病院） 
 ・全国重症心身障害   
  児（者）を守る会 
 ・甲山福祉センター 
 ・久留米市介護福祉 
  サービス事業者 
  協議会 

平成24年度 重症心身障害児者の地域生活モデル事業結果報告書（概要） 

① 地域の現状と 
  課題の把握 
・地域の重症心身障害 

 児者の実情を把握                        

・利用できる地域資源の 

 把握 

➜ 課題の明確化 

 
 
② 協議の場の設定 
・目的に沿って有効な支援を図ることができる   

 ような構成員を選定 〈当事者、行政、医療、 

 福祉、教育等関係機関等〉 

・検討内容は、実情把握、地域資源の評価、 

 必要な支援体制の構築、運営、評価、改善 

・各分野の共通理解・協働→効果的支援に 
 つながる 
 
 ③ 地域生活を支援するための 
  コーディネートのあり方 
・協議の場とコーディネートする者の役割の 

 明確化 

・福祉と医療に知見のある者を配置（相談支 

 援専門員と看護師がペアを組む等）の対応 

・②の協議の場の活用も有効 

・課題にそって業務を具体化 

 
 
 
⑥ 重症心身障害児者や家族に対する支援 
・「アセスメント」「計画支援」「モニタリング」      ★ツール１ 

・インフォーマルな支援環境の整備<例：テレビ電話等の利用（北海道  

 療育園）、ひよこの会（下志津病院）、きょうだいキャンプ（全国重症心身障害児  

 （者）を守る会)> 

・ライフステージに応じた支援（必要とする支援の変化に対応） 

 乳幼児期（退院時）→乳児期→ 学齢期（小学校入学頃） 

 →学齢期（高校卒業頃）→青年期→壮年期     ★ツール２            

     

 
 

⑦ 病院から退院して在宅移行する重症心身 
  障害児とその家族への支援  
・病院からの退院支援                  ★ツール３ 

 <退院後の生活に関する病院と家族の意識の違いを埋める> 

・病院退院後のニーズと支援<退院後の訪問看護等ニーズに対応> 

・相談支援事業所、訪問看護、短期入所、日中一時支援、児童発達  

 支援等の支援と連携 

④ 協働体制を強化する工夫 
・支援の届かない地域の施設等との相互交 

 換研修や、医療職を派遣しての研修実施 

・②の協議の場における構成員の役割分担 

 化と連携 

・職員の資質向上〈実技研修が有効〉 
 
⑤ 地域住民啓発 
・講演会、施設見学 等 

 

 

モデル事業団体の報告書に添付されているツールの例 
 ★１『重症心身障害児者のアセスメントシート』（甲山福祉センター） 

 ★２『重症心身障害児者のライフサイクル別検討シート』 
                 （全国重症心身障害児（者）を守る会） 

 ★３『NICUから地域移行に向けての支援ガイド』 
                       （甲山福祉センター） 

 

現状等の共有 

○ 重症心身障害児者及びその家族が地域で安心・安全に生活できるようにするため、医療型障害児入所施設等を中核として関係
する分野との協働による支援体制を構築すること等による総合的な地域生活支援の実現を目指し、モデル事業を実施。 

○ 平成２４年度に採択された５団体が取り組んだ実例の報告をもとに、重症心身障害児者の地域生活を支援する体制をつくる上
で特に留意すべき点が下記のとおりまとめられている。 

幅広い分野にわたる協働体制の構築 具体的な支援の取組：好事例集 

Ｈ２５．５月 
障害児・発達障害者支援室 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/cyousajigyou 
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①障害福祉サービス等予算の推移 
   障害児支援を含む障害福祉サービス等関係予算額は、義務的経費化により10年間で２倍以上に増加し 

 ている。 

障害児支援等の現状 

②障害児支援の実利用者数の推移 
  平成24年４月から平成25年８月にかけて障害児支援全体で46.8％増加している。 
  障害児通所支援の利用者数は48.4％の増加、障害児入所支援の利用者は9.2％の増加となっている。 

③障害児給付費の現状 
  障害児給付の延べ利用者数、利用額において、児童発達支援、放課後等デイサービスが多い。 

④障害児給付費の利用者負担に対する配慮 
  平成22年４月から、実質的な応能負担として低所得の利用者負担を無料化。 
  障害児支援利用者のうち、16.3％が無料でサービスを利用している。 
  給付費全体に対する利用者負担額の割合は、3.95％となっている。 
  平成26年４月から、就学前の障害児通所支援に係る利用者負担の多子軽減措置を導入の予定。 

⑤18歳以上の障害児施設入所者への対応 
  18歳以上の入所者がいる障害児施設は、施設の方向性を選択。 
  入所者が強制的に退去させられることがないよう、障害児施設が障害福祉サービスの指定を受けるに当 
 たっての特例措置を講じている。 

⑥支給決定プロセスの見直し等 
  サービス等利用計画及び障害児支援計画については、平成24年度から対象を拡大し、平成27年度から 

 は全ての利用者を対象とする。 

14 

Ⅲ 障害児支援の現状 
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度案 

障害児措置費・給付費 

自立支援給付 

地域生活支援事業 

7,346億円 

（+9.4%） 

9,314億円 

（+10.8%） 

8,406億円 

（+14.4%） 

6,716億円 

（+12.1%） 
5,989億円 

（+2.5%） 
5,840億円 

（+8.6%） 5,380億円 

（+10.0%） 

4,473億円 
4,175億円 

4,945億円 
5,071億円 

5,719億円 

6,341億円 

7,434億円 

8,229億円 

200億円 

518億円 

507億円 

400億円 400億円 440億円 440億円 445億円 450億円 460億円 

495億円 478億円 

557億円 

560億円 

522億円 

625億円 

3,947億円 

365億円 

 障害福祉サービス等予算の推移 

障害福祉サービス関係予算額は義務的経費化により10年間で２倍以上に増加している。 

（注１）平成18年度については、自立支援法施行前の支援費、自立支援法施行後の自立支援給付、地域生活支援事業等を積み上げた 

    予算額である。（自立支援法は平成18年4月一部施行、同年10月完全施行） 

（注２）平成20年度の自立支援給付費予算額は補正後予算額である。 

（注３）平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。 

（億円） 

4,312億円 

4,893億円 

（+13.5%） 

10,374億円 
（+11.4%） 

840億円 

9,072億円 

462億円 



（注）利用者数及び施設・事業所数は平成25年8月現在の国保連データ。 
  ※通所系サービスは国保連委託分のみ（1.719市町村のうち、1，707市町村） 
    入所計サービスは国保連委託分のみ（69都道府県市のうち、52都道府県市） 

サービス名 

居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回
避するために必要な支援、外出支援を行う 

重度障害者等包括支援 

短期入所（ショートステイ） 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを
包括的に行う 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め
施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う 

同行援護  
重度の視覚障害のある人が外出する時、必要な情報提供や介護
を行う 

     障害児が利用可能な支援の体系 

訪 

問 

系 

障
害
者
総
合
支
援
法
 

利用児童数 施設・事業所数 

9,463 17,592 

2,947 

0 

7,389 

1,250 

10 

3,670 

153 5,216 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練などの支援を行う。 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 
集団生活への適応訓練などの支援及び治療を行う。 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との
集団生活への適応のための専門的な支援などを行う。 

医療型障害児入所施設 

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導
及び知識技能の付与を行う。 

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対し
て、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を

行う。 

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活
能力向上のための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う 

障
害
児
通
所
系 

障
害
児
入
所
系 

児
童
福
祉
法
 

56,010 2,384 

2,501 102 

589 

1,859 

2,092 

164 

185 

181 

67,806 3,748 

福祉型障害児入所施設 

日
中 

 
 

活
動
系 

計画相談支援 

障害児相談支援 

【サービス利用支援】 
 ・サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成 
 ・支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成 
【継続利用支援】 
 ・サービス等の利用状況等の検証（モニタリング） 
 ・事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨 

【障害児利用援助】 
 ・障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成 
 ・給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成 
【継続障害児支援利用援助】 

相
談
支
援
系 児

福
法
 

6,614 

466 

1,073 

3,224 
支
援
法
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児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

障害児通所支援計 

平成24年度                                平成25年度 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

17 

 障害児支援の利用者数の推移 

（人） 

≪障害児通所支援≫ 

平成24年度                           平成25年度 

※保育所等訪問支援（再掲） 

（人） 

（通所支援計） 
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５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

福祉型障害児入所支援 

医療型障害児入所支援 

障害児入所支援計 

平成24年度                                  平成25年度 
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≪障害児入所支援≫ 

（人） （人） 
（入所支援計） 



15,292  

185,137  

226,303  

14,148  

92,033  

31,089  

65,676  

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

障害児相談支援 

医療型障害児入所支援 

障害児入所支援 

保育所等訪問支援 

放課後等デイサービス 

医療型児童発達支援 

児童発達支援 

障害児給付費の現状（平成25年8月） 

障害児給付費延べ利用者数、利用額において児童発達支援、放課後等デイサービスが多い。 

障害児給付費延べ利用者数 137,471人 

障害児給付費延べ利用額 
10,914百万円 

サービス種類別の1人当たり費用額 （単位：円） 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

障害児入所支援 

医療型障害児入所支援 

障害児相談支援 

障害児相談支援 
       4.8％ 

児童発達支援 
   40.7％ 

放課後等デイサービス 
49.3％ 

医療型児童発達支援 
 2.4％ 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

障害児入所支援 

医療型障害児入所支援 

障害児相談支援 

児童発達支援 
   33.7％ 

放課後等デイサービス 
      57.2％ 

障害児入所支援 
     3.9％ 

医療型障害児入所支援 
         3.5％ 

※通所系サービスは国保連委託分のみ（1.719市町村のうち、1，707市町村） 

  入所計サービスは国保連委託分のみ（69都道府県市のうち、52都道府県市） 19 
19 



平成25年8月

  所得区分 利用者数
(人)

所得区分毎の
割合

総費用額
  (億円)

利用者負担額
(億円)

負担率

一般２ 11,391 8.8% 8.0 0.8 9.75%
一般１ 97,467 74.9% 79.1 3.5 4.41%
低所得者 17,962 13.8% 17.5 － －
生活保護 3,267 2.5% 3.5 － －
計（平均） 130,087 100.0% 108.1 4.3 3.95%

一般２

8.8%

一般１
74.9%

低所得者

13.8%

生活保護
2.5%

所得区分毎の利用者数割合（平成２５年８月）

一般２

一般１

低所得者

生活保護

平成２５年８月の利用者負担額等データ（障害児給付費） 

※通所系サービスは国保連委託分のみ（1.719市町村のうち、1，707市町村） 

  入所計サービスは国保連委託分のみ（69都道府県市のうち、52都道府県市） 20 

※平成26年４月から、これらに加え、一般２・一般１の世帯でも就学前の障害児通所支援に係る利用者負担の多子軽減措置を導入する予定としている。 

（内訳） 

 

入  所：    0.4 万人 

通  所：  12.6 万人 
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  知的通園 肢体通園 難聴通園 児童デイ 重症通園 24年新規 総合通園 日中一時 計 

福祉型センター 173 6 14 15 5 4 5 0 222 

医療型センター 0 54   0 1 1   0 56 

「事業」 7 1   380 23 18   0 429 

放課後デイ 1 1   442 9 66   13 532 

「その他」 1 1   48 13 4   0 67 

「事業」＋放課後デイ       191 16 11     218 

「事業」＋放課後デイ＋「その他」       10 12 0     22 

福祉型センター＋放課後デイ       0 1 0     1 

福祉型センター＋放課後デイ＋「その
他」 

      0 1 0     1 

「事業」＋「その他」       3 1 0     4 

福祉型センター＋医療型センター         0 0 1   1 

放課後デイ＋「その他」         1 0     1 

計 182 63 14 1,089 83 104 6 13 1,554 

＜平成24年度移行状況（有効回答施設数：1,554施設）＞ 

出典：児童福祉法改正後の障害児通所支援の実態と今後の在り方に関する調査研究 報告書（抜粋） 
    平成24年度障害者総合福祉推進事業 一般社団法人全国児童発達支援協議会 

障害児通所支援の移行状況について 

※ 「事業」：児童発達支援事業 
   「その他」：いくつかの事業を重複して実施 



 

  １８歳以上の障害児施設入所者への対応 

 

 

 

○ 障害児のみを対象 
 

○ １８歳以上の入所者は、地域生活への 

 移行のための計画的な支援を受ける。 
   ① グループホーム、ケアホームなどを利用 

      ② 地域の障害者施設へ移行 

 
 

  

○ １８歳以上の入所者がいる障害児施設は、「障害児施設として維持」、「障害者施設への転換」、「障害児施 

   設と障害者施設の併設」の３タイプから施設の方向性を選択。 
 

○ 入所者が退所させられることがないよう、障害福祉サービスの指定を受ける必要があるが、指定に当たっ 

   ての特例措置を講ずる。 

                ＊利用者には、支給決定に当たって、本人の申出により障害程度区分の判定等の手続きを省略して支給決定を行う経過措置がある。   

■ 施行後直ちに障害福祉サービス 

 の指定基準を満たすことが困難な 

 場合があることから、障害福祉サー 

 ビスの指定基準を満たさなくても、 

 従来の障害児施設の基準を満たす 

 ならば障害福祉サービスの指定を 

 受けることが可能。 

 
 

■ この特例措置は、事業者指定の 

 有効期間（６年間）までとし、各施設 

 は６年間の間に、方向性を踏まえた 

 必要な取組を行う。 

【事業者指定の特例措置】 

○ 障害者のみを対象 

         （＊障害児の入所枠は廃止） 
 

○ 障害者は障害福祉サービスの提供を 

 受ける。  

○ 施設の併設（＊障害児及び障害者を対象） 
 

○ 障害者は障害福祉サービスの提供を 

 受ける。 

【方向性】 

施
設
の
在
り
方
・
支
援
方
法
等 

障害児施設 

と 

障害者施設 

の併設 

障害者施設 

への転換 

障害児施設 

として維持 

都
道
府
県 
・ 

市
町
村
と
協
議
し
て
決
定 

都道府県 

障
害
児
入
所
施
設 

市町村 
22 
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障害児入所施設の移行（予定）状況等に係る調査の結果 
○福祉型障害児入所施設（H24.12.1現在） 
 ※（）書きはH25.12.1時点で移行が完了した施設数を再掲 

  
① 
障害児入所施設
として継続 

② 
障害者支援施設
へ転換 

③ 
障害児及び障害
者施設を併設 

④ 
未定のもの 
 

247か所 
（ 46か所） 

159か所 
（ 34か所） 

7か所 
（0か所） 

41か所 
（12か所） 

40か所 

64.4% 
（73.9%） 

2.8% 
（0.0%） 

16.6% 
（26.1%） 

16.2% 

○医療型障害児入所施設（H24.12.1現在） 
 ※（）書きはH25.12.1時点で移行が完了した施設数を再掲 

  
① 
障害児入所施設
として継続 

② 
障害者支援施設
へ転換 

③ 
障害児及び障害
者施設を併設 

④ 
未定のもの 
 

238か所 
（ 83か所） 

47か所 
（18か所） 

0か所 
（0か所） 

175か所 
（ 65か所） 

16か所 

19.7% 
（21.7%） 

0.0% 
（0.0%） 

73.5% 
（78.3%） 

6.7% 

（障害福祉課障害児・発達障害者支援室調べ） 
※北海道、愛知県、愛媛県からは報告が未提出のための集計に含まれていない。 



    市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成 

    するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。 

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。 

＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。 

   支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。 

     障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所
サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。 

＊  障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス
等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成） 

支給決定プロセスの見直し等 

受
付
・申
請 

障
害
程
度
区
分
の
認
定 

  
 

計
画
案
の
作
成 

 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用 

 

支
給
決
定 

  

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
時
の 

支給決定時から
ケアマネジメン
トを実施 

サ
ー
ビ
ス
利
用 

一定期間ごとのモ
ニタリング 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
後
の 

サ 

ー 
ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 

サービス等利用計画については、平成24年度から対象を拡大し、平成27年度からは
全ての利用者を対象とする。 

24 



相談支援の利用状況（平成24年４月～）  国保連集計 
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380  
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1,626  
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（参考資料１） 
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児童発達支援 

■ 基本報酬 

■ 児童発達支援センター（利用定員に応じた単位を設定） 
   ・難聴児・重症心身障害児以外  729～965単位 
   ・難聴児  889～1,206単位 
   ・重症心身障害児  789～1,138単位 

■ 児童発達支援センター以外（利用定員に応じた単位を設定） 
   ・重症心身障害児以外  363～616単位 
   ・重症心身障害児  689～1,587単位 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（22～410単位） 
→ 児童発達支援管理責任者を専任で配置している
場合に加算。  

延長支援加算（61～123単位） 
→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。 

 

福祉専門職員配置等加算（6又は10単位） 
→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福
祉士又は介護福祉士の資格保有者が25%
以上、②児童指導員又は保育士等のうち、
常勤職員が75%以上又は勤続3年以上の
常勤職員が30%以上。 

○ 対象者 

■ 療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児。 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

  
 
■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団
生活への適応訓練、その他必要な支援を行う。 

■ 児童発達支援センター 
    ・児童指導員及び保育士 4:1以上 
   ・児童指導員 1人以上 
   ・保育士 1人以上 
   ・児童発達支援管理責任者 1人以上 

■ 児童発達支援センター以外 
    ・指導員又は保育士 10:2以上 
   ・児童発達支援管理責任者 1人以上 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  2,384（国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  56,010（国保連平成25年8月実績） 27 



医療型児童発達支援 

■ 基本報酬 

■ 医療型児童発達支援センター 
   ・肢体不自由児  329単位 
   ・重症心身障害児  440単位 

■ 指定医療機関 
   ・肢体不自由児  329単位 
   ・重症心身障害児  440単位 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（51単位） 
→ 医療型児童発達支援センターにおいて児童発達
支援管理責任者を専任で配置している場合に加算。  

延長支援加算（61～123単位） 
→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。 

 

福祉専門職員配置等加算（6又は10単位） 
→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福
祉士又は介護福祉士の資格保有者が25%
以上、②児童指導員又は保育士等のうち、
常勤職員が75%以上又は勤続3年以上の
常勤職員が30%以上。 

○ 対象者 

■ 肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支援が必要と認められた障害児。 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団
生活への適応訓練、その他必要な支援及び治療を行う。 

■ 児童指導員  1人以上 
■ 保育士  1人以上 
■ 児童発達支援管理責任者  1人以上 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  102（国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  2,501（国保連平成25年8月実績） 28 



放課後等デイサービス 

■ 基本報酬 

■ 授業終了後（利用定員に応じた単位を設定） 
   ・重症心身障害児以外  278～478単位 
   ・重症心身障害児  568～1,309単位 

■ 休業日（利用定員に応じた単位を設定） 
   ・重症心身障害児以外  363～616単位 
   ・重症心身障害児  689～1,587単位 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（68～410単位） 
→ 児童発達支援管理責任者を専任で配置している
場合に加算。  

延長支援加算（61～123単位） 
→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。 

 

福祉専門職員配置等加算（6又は10単位） 
→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福
祉士又は介護福祉士の資格保有者が25%
以上、②児童指導員又は保育士等のうち、
常勤職員が75%以上又は勤続3年以上の
常勤職員が30%以上。 

○ 対象者 

■ 学校教育法第1条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児。 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

■ 授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター等の
施設に通わせ、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の
促進その他必要な支援を行う。 

■ 指導員又は保育士  10:2以上 
■ 児童発達支援管理責任者 1人以上 
■ 管理者 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  3,748 （国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  67,806（国保連平成25年8月実績） 29 



保育所等訪問支援 

■ 基本報酬 

 906単位 
 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（68単位） 
→ 児童発達支援管理責任者を専任で配置している場合に加算。  

利用者負担上限額管理加算（150単位） 
→ 事業所が利用者負担額合計額の管理を行った場合に加算。 

○ 対象者 

■ 保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設に通う障害児であって、当該施設を訪問し、専門的な
支援が必要と認められた障害児。 

○ 人員配置 ○ サービス内容 

■ 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団
生活への適応のための専門的な支援その他必要な支援を行う。 

■ 訪問支援員 
■ 児童発達支援管理責任者 1人以上 
■ 管理者 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  164（国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  589（国保連平成25年8月実績） 

30 



福祉型障害児入所施設 

■ 基本報酬 
 

■ 主として知的障害児を入所させる施設（利用定員に応じた単位を設定）  437～730単位  
 

■ 主として自閉症児を入所させる施設（利用定員に応じた単位を設定）  562～725単位 
 

■ 主として盲児を入所させる施設（利用定員に応じた単位を設定）  413～1,422単位 
 

■ 主としてろうあ児を入所させる施設（利用定員に応じた単位を設定）  412～1,412単位 
 

■ 主として肢体不自由児を入所させる施設（利用定員に応じた単位を設定）  671～705単位 
 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（7～148単位） 
→ 児童発達支援管理責任者を専任で配置している
場合に加算。  

小規模グループケア加算（240単位） 
→ 障害児に対して、小規模なグループによ
るケアを行った場合に加算。 

 

福祉専門職員配置等加算（4又は7単位） 
→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福
祉士又は介護福祉士の資格保有者が25%
以上、②児童指導員又は保育士等のうち、
常勤職員が75%以上又は勤続3年以上の
常勤職員が30%以上 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

■ 障害児入所施設に入所する障害児に対して、保護、日常生活の
指導及び知識技能の付与を行う。 

 

■ 児童指導員及び保育士 
    ・主として知的障害児又は自閉症児を入所させる施設 4.3:1以上 
   ・主として盲児又はろうあ児を入所させる施設   
      乳児又は幼児 4:1以上 
      少年 5:1以上 
   ・主として肢体不自由児を入所させる施設 3.5:1以上 
   ・児童指導員 1人以上 
   ・保育士 1人以上 

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  185（国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  1,859（国保連平成25年8月実績） 31 



医療型障害児入所施設 

■ 基本報酬 
 

■ 主として自閉症児を入所させる施設  318単位  
 

■ 主として肢体不自由児を入所させる施設  146単位 
 

■ 主として重症心身児を入所させる施設  867単位 
 

■ 主な加算 

児童発達支援管理責任者専任加算（24単位） 
→ 医療型障害児入所施設において児童発達支援管
理責任者を専任で配置している場合に加算。  

小規模グループケア加算（240単位） 
→ 障害児に対して、小規模なグループによ
るケアを行った場合に加算。 

 

福祉専門職員配置等加算（4又は7単位） 
→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福
祉士又は介護福祉士の資格保有者が25%
以上、②児童指導員又は保育士等のうち、
常勤職員が75%以上又は勤続3年以上の
常勤職員が30%以上 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

■ 障害児入所施設又は指定医療機関に入所等をする障害児にたい
して、保護、日常生活指導及び知識技能の付与並びに治療を行う。 

 

■ 児童指導員及び保育士 
    ・主として自閉症児を入所させる施設 6.7:1以上 
   ・主として肢体不自由児を入所させる施設   
      乳児又は幼児 10:1以上 
      少年 20:1以上 
   ・児童指導員 1人以上 
   ・保育士 1人以上 

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  181（国保連平成25年8月実績） ○ 利用者数  2,092（国保連平成25年8月実績） 32 



（参考資料２） 
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昭和２３年 
２５年 
３５年 

児童福祉法施行 
身体障害者福祉法施行 
精神薄弱者福祉法施行（平成１０年に「知的障害者福祉法」） 

３６年 
４０年 
４１年 
４２年 

日本心身障害児協会（島田療育園）に重症心身障害児の療育研究を委託 
肢体不自由児施設における母子入園の制度化 
国立療養所に重症心身障害児（者）の委託病棟を設置 
重症心身障害児施設を児童福祉施設として位置づけ （児童福祉法の改正） 

４４年 
４７年 
５０年 
５４年  

 
５５年 

平成 ２年 

肢体不自由児通園施設の制度化 
心身障害児通園事業の制度化 
難聴幼児通園施設の制度化 
養護学校への就学等の義務化（昭和４８年公布の政令の施行） 
心身障害児総合通園センターの制度化 
心身障害児（者）施設地域療育事業(短期入所等ﾒﾆｭｰ)制度化 
重症心身障害児（者）通園モデル事業開始 

１５年 支援費制度の施行（身体障害者福祉法・知的障害者福祉法の改正） 
＊ 障害児の場合、居宅サービスのみ支援費制度に移行（施設サービスは措置制度） 

１７年 発達障害者支援法施行 

１８年 障害者自立支援法施行 
＊ 契約制度の導入（ただし、障害児の場合、保護者が不在、虐待等により契約が困難な場合に「措置」を適用） 

２３年 改正障害者基本法の成立、「療育」に関する規定の新設 

２４年 改正児童福祉法の施行（障害児支援の強化等）、障害者虐待防止法の施行 
子ども・子育て支援法の成立 

２５年 障害者差別解消法の成立、改正学校教育法施行令の施行 

これまでの障害児支援関連施策の経緯 



Ⅰ ね ら い 
 

  ○発達障害の定義と発達障害への理解の促進 

  ○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進 

  ○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保 

 Ⅱ 概  要 

定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、 

        注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害 

 
○早期の発達支援 
○乳幼児健診等に 
 よる早期発見 
 

 
○就学時健康診断における発見 
○適切な教育的支援・支援体制の 
 整備 
○放課後児童健全育成事業の利用 
○専門的発達支援 

 
○発達障害者の特性に応じた 
 適切な就労の機会の確保 
○地域での生活支援 
○発達障害者の権利擁護 

【都道府県】 発達障害者支援センター（相談支援・情報提供等）、専門的な医療機関の確保 等   

【国】専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究 等  

就学前（乳幼児期） 就学中（学童期等） 就学後（青壮年期） 

※平成１６年１２月  超党派による議員立法により成立 
      １７年  ４月  施行 
     ２２年１２月 発達障害が障害者自立支援法に明確化 
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障害者基本法の一部を改正する法律 〈平成23年7月29日成立・平成23年8月5日公布〉 

（療育）  

第１７条  国及び地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限りその身近な場所に 

 おいて療育その他これに関連する支援を受けられるよう必要な施策を講じなければなら 

 ない。  

２ 国及び地方公共団体は、療育に関し、研究、開発及び普及の促進、専門的知識又技 

 能を有する職員の育成その他の環境の整備を促進しなければならない。   

36 

第３次障害者基本計画（平成25年9月27日閣議決定） 

○ 障害児やその家族を含め，全ての子どもや子育て家庭を対象として，身近な地域におい  

 て，子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく給付その他の支援を可能な限り 

 講じるとともに，障害児が円滑に同法に基づく教育・保育等を利用できるようにするために 

 必要な支援を行う。 

 

○ 障害児を受け入れる保育所のバリアフリー化の促進，障害児保育を担当する保育士の専 

 門性向上を図るための研修の実施等により，障害児の保育所での受入れを促進するととも 

 に，幼稚園における特別支援教育体制の整備を図るため，公立幼稚園における特別支援 

 教育支援員の配置等を推進する。 

障害者基本法及び障害者基本計画における障害児への言及部分（抜粋） 
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○ 障害児の発達を支援する観点から，障害児及びその家族に対して，乳幼児期から学校卒 

 業後まで一貫した効果的な支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築を図り，療育方 

 法等に関する情報提供やカウンセリング等の支援を行う。 

 

○ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づき，障害児に対して指導訓練等の支援を行う 

 児童発達支援等を提供するとともに，障害者総合支援法に基づき，居宅介護，短期入所， 

 障害児を一時的に預かって見守る日中一時支援等を提供し，障害児が身近な地域で必要 

 な支援を受けられる体制の充実を図る。また，障害児の発達段階に応じて，保育所等訪問 

 支援及び放課後等デイサービス等の適切な支援を提供する。 

 

○ 障害児について情報提供や相談支援等によりその家庭や家族を支援するとともに，在宅 

 で生活する重症心身障害児（者）について，短期入所や居宅介護，児童発達支援等，在宅 

 支援の充実を図る。 

 

○ 児童発達支援センター及び障害児入所施設について，障害の重度化・重複化や多様化を 

 踏まえ，その専門的機能の強化を図るとともに，これらの機関を地域における中核的支援施 

 設と位置付け，地域や障害児の多様なニーズに対応する療育機関としての役割を担うため， 

 必要な施設整備も含めて体制整備を図る。 

 

○ 発達障害者支援センター等において，地域の医療，保健，福祉，教育，雇用等の関係者と 

 連携して，発達障害児・者やその家族に対する相談支援やペアレントメンター の養成等を行 

 うとともに，発達障害者支援センターを中心とした地域生活支援体制の充実を図る。 

第３次障害者基本計画：つづき 



障害者虐待防止法の概要 

目 的 

  障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとっ 
 て障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の 
 禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、 
 養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する 
 支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布、 
平成２４年１０月１日施行） 

定 義 

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及
び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをい
う。 

２ ｢障害者虐待｣とは、次の３つをいう。 
   ①養護者による障害者虐待 
   ②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 
   ③使用者による障害者虐待    

３ 障害者虐待の類型は、次の５つ。（具体的要件は、虐待を行う主体ごとに微妙に異なる。） 

 ①身体的虐待 （障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること） 

 ②放棄・放置 （障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置等による①③④の行為と同様の行為の放置等） 

 ③心理的虐待 （障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと） 

 ④性的虐待   （障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること） 

 ⑤経済的虐待 （障害者から不当に財産上の利益を得ること） 
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所在 

場所 

 

年齢 

在宅 

（養護者・ 

保護者） 

福祉施設 

企業 

学校 

病院 

保育所 

<障害者総合支援法> <児童福祉法> 

障害福祉 

サービス事業所 
 

入所系、日中系、 

訪問系、GH等含  

一般相談支援  

事業所又は 

特定相談支援 

事業所 

障害児通所 

支援事業所 
 

児童発達支援、 

放課後等デイ等 

障害児入所 

施設等（注１） 

障害児相談 

支援事業所 

18歳未満 児童虐待 

 防止法 
・被虐待者支援 

（都道府県） 

※被虐待者支援は、 

 障害者虐待防止 

 法も適用 

障害者虐待    

 防止法 

 

・適切な権限行使 

 都道府県 

市町村 

障害者虐待 

防止法（省令） 

 
・適切な権限行使 

都道府県 

市町村 

児童福祉法 

 

・適切な権限行使 

（都道府県） 

障害者虐待 

防止法（省令） 

 
・適切な権限行使 

都道府県 

市町村 

 

 

障害者虐待
防止法 

 

・適切な権限行使              

（都道府県 

労働局） 

 

 

障害者虐待
防止法 

 

・間接的防止 

 措置 

 （施設長） 

障害者虐待における虐待防止法制の対象範囲 

（注１）里親、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設 
（注２）放課後等デイサービスのみ20歳まで延長利用が可能。その場合も引き続き障害者虐待防止法（省令）の対象。 
（注３）障害児入所施設は20歳までの延長利用が可能。その場合も引き続き児童福祉法の対象。 
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子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）の趣旨と主なポイント 

◆３法の趣旨 

自公民３党合意を踏まえ、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認

識の下に、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進 
 ＊子ども・子育て関連3法とは、①子ども・子育て支援法②認定こども園法の一部改正法③児童福祉法の一部改正等関係法律の整備法 

 
◆主なポイント 
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」） 

 及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 

 ＊地域型保育給付は、都市部における待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の

確保に対応 

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 

 ・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ 

 ・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進 

 ・幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ （株式会社等の参入は不可） 

  ・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化 

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、 

 放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ）の充実 

 40 

（内閣府・文部科学省・厚生労働省資料） 
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幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組み 

○ 基礎自治体（市町村）が実施主体 
・ 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施 

・ 国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える 

 

○ 社会全体による費用負担 
・ 消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提 

（幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を図るためには、消費税率の引き上げにより確保する０.７兆円程

度を含めて１兆円超程度の追加財源が必要） 

 

○ 政府の推進体制 
・ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備（内閣府に子ども・子育て本部を設置） 

 
○ 子ども・子育て会議の設置 
・ 国に有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援当事者等（子ども・子育て支援

に関する事業に従事する者）が、子育て支援の政策プロセス等に参画・関与することができる仕組みとして 

  子ども・子育て会議を設置 

・ 市町村等の合議制機関（地方版子ども・子育て会議）の設置努力義務 

 

○ 施行時期 

・ 消費税引き上げ時期を踏まえ、早ければ平成２７年度を目途に新制度の施行を想定 
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（内閣府・文部科学省・厚生労働省資料） 
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42 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案（平成25年8月6日各都道府県・指定都市・中核市送付版） 

第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項 

 ○ 法は、障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子 

   どもやその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象とするものである。 

 

第二 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基本的事項 

 ○ この他、市町村は、障害児、社会的養護が必要な子ども、貧困状態にある子ども、夜間の保育が 

   必要な子ども等特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育等を利用できるようにするために必 

   要な配慮を行うとともに、市町村、都道府県及び国は、必要な支援を行うことが求められる。 

 

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項 

 二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項 

 ○ 市町村は、特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育を利用できるよう、あらかじめ、関係部 

   局と連携して、地域における特別な支援が必要な子どもの人数等の状況並びに特定教育・保育施 

   設及び特定地域型保育事業所における特別な支援が必要な子どもの受入れについて可能な限り 

   把握し、必要な調整を行った上で、教育・保育の提供体制を確保すること。なお、障害児等特別な支 

   援が必要な子どもが教育・保育を利用する際には、必要に応じて障害児相談支援等との連携を図 

   るほか、利用手続を行う窓口において、教育・保育以外の関連施策についても基本的な情報や必 

   要な書類の提供を行うとともに、教育・保育施設、地域型保育事業を行う者等は、施設の設置、事 

   業の運営に当たり、円滑な受入れに資するような配慮を行うことが望ましい。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案における障害児への言及部分（抜粋） 
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 三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項 

  ２（三）障害児施策の充実等 

 ○ 障害の原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊婦及び乳幼 

  児に対する健康診査並びに学校における健康診断等を推進することが必要である。 

 ○ 障害児等特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活できる 

  ようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほか、年齢や障害等に応じた専門的な医 

  療や療育の提供が必要である。また、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、 

  在宅支援の充実、就学支援を含めた教育支援体制の整備等の一貫した総合的な取組を推進すると 

  ともに、児童発達支援センター等による地域支援・専門的支援の強化や保育所等訪問支援の活用 

  を通して地域の障害児等特別な支援が必要な子どもとその家族等に対する支援の充実に努めるこ 

  とが必要である。 

 ○ さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障害を含む障害のあ 

  る子どもについては、障害の状態に応じて、その可能性を最大限に伸ばし、当該子どもが自立し、社 

  会参加をするために必要な力を培うため、幼稚園教諭、保育士等の資質や専門性の向上を図るとと 

  もに、専門家等の協力も得ながら一人一人の希望に応じた適切な教育上必要な支援等を行うことが 

  必要である。 

 ○  そのためには、乳幼児期を含め早期からの教育相談や就学相談を行うことにより、本人や保護 

  者に十分な情報を提供するとともに、認定こども園、幼稚園、保育所、小学校、特別支援学校等にお 

  いて、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について共通理解を深めることにより、保護者 

  の障害受容及びその後の円滑な支援につなげていくことが重要である。また、本人及び保護者と市 

  町村、教育委員会、学校等とが、教育上必要な支援等について合意形成を図ることが求められる。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案：つづき 
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 ○ 特に発達障害については、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な情報の周知も 

  必要であり、さらに家族が適切な子育てを行えるよう家族への支援を行うなど、発達障害者支援セ 

  ンターとの連携を密にしながら、支援体制整備を行うことが必要である。 

 ○ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業を行う者等は、 

  障害児等特別な支援が必要な子どもの受入れを推進するとともに、受入れに当たっては、各関係機 

  関との連携を図ることが必要である。 

 

 四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的記載事項 

  ５（四）障害児施策の充実等 

 ○ 障害児等特別な支援が必要な子どもに対して、市町村における保健、医療、福祉、教育等の各種 

  施策が体系的かつ円滑に実施されるよう、都道府県は専門的かつ広域的な観点からの支援を行う 

  とともに、障害に応じた専門医療機関の確保等を通じ、適切な医療を提供するほか、教育支援体制 

  の整備を図る等の総合的な取組を進めることが必要である。 

 ○ 障害児入所施設については、小規模グループケアの推進、身近な地域での支援の提供、本体施 

  設の専門機能強化を進めることが望ましい。 

 ○ 発達障害については、社会的な理解が十分なされていないことから適切な情報の周知も必要で 

  ある。発達障害者支援センターについては、関係機関及び保護者に対する専門的情報の提供及び 

  支援手法の普及が必要になっていることから、職員の専門性を十分確保するとともに、専門的情報 

  及び支援手法の提供を推進することが必要である。また、特別支援学校については、特別支援教育 

  教諭免許状保有率の向上を図る等専門性の向上に努めるとともに、在籍する子どもへの教育や指 

  導に加えて、幼稚園、小中学校等の教員の資質向上策への支援及び協力、地域の保護者等への 

  相談支援並びに幼稚園、小中学校等における障害のある子どもへの教育的支援を行うことが必要 

  である。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案：つづき 
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第四 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進のた 

   めの施策との連携に関する事項 

 ○ 市町村は、社会的養護施策等の対象となる要保護児童、障害児等特別な支援が必要な子ども等 

  を含めた地域の子ども・子育て家庭全体を対象として、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業 

  の基盤整備を行う。一方で、都道府県は、児童福祉法に基づき児童相談所の設置及び児童養護施 

  設、障害児入所施設、児童発達支援センター等の設置認可を行うとともに、母子及び寡婦福祉法に 

  基づき母子家庭及び寡婦自立支援計画に基づく施策を行うなど、要保護児童、障害児等特別な支 

  援が必要な子ども等に係る専門性が高い施策を担う。このため、都道府県における必要な基盤整 

  備を確保するとともに、市町村が第三の三の２により市町村子ども・子育て支援事業計画に定めた 

  事項及び都道府県が第三の四の５により都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に定めた事項 

  を踏まえ、市町村と都道府県が行うこれらの施策の連携を確保し、支援を必要とする家庭に必要な 

  支援が届くようにする必要がある。 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案：つづき 



障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の概要  （内閣府資料） 

障害者基本法 
第４条 

 
基本原則 

差別の禁止 

第１項：障害を理由とする 
    差別等の権利侵害 
            行為の禁止 

第2項：社会的障壁の除去を怠る 
     ことによる権利侵害の防止 

第3項：国による啓発・知識の 
     普及を図るための取組 

何人も、障害者に対して、障害を理
由として、差別することその他の権
利利益を侵害する行為をしてはなら
ない。  

社会的障壁の除去は、それを必要としている
障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負
担が過重でないときは、それを怠ることによ
つて前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮
がされなければならない。  

国は、第一項の規定に違反する行為の防
止に関する啓発及び知識の普及を図るた
め、当該行為の防止を図るために必要と
なる情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。  

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討） 

      

具体化 
Ⅰ．差別を解消するための措置 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

差別的取扱いの禁止 

 

 

 
 

合理的配慮の不提供の禁止 

 

 

国・地方公共団体等 
民間事業者  

 

 
 

民間事業者 

国・地方公共団体等 
法的義務 

努力義務 

法的義務 

政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 
● 国・地方公共団体等  ⇒  当該機関における取組に関する要領を策定※ 

● 事業者          ⇒   事業分野別の指針（ガイドライン）を策定 

具体的な対応 

      ● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告 実効性の確保 

      ● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 情報収集等 

      ● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実 紛争解決・相談 

      ● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 地域における連携 

      ● 普及・啓発活動の実施 啓発活動 

※ 地方の策定は努力義務 
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学校教育法施行令の一部を改正する政令の概要 

１．趣旨 

 平成２４年７月に公表された中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育
システム構築のための特別支援教育の推進」において、「就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則
就学するという従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、
医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとす
ることが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、学校教育法施行令について、所要の改正を行う。 

２．改正の概要 

（１）就学先を決定する仕組みの改正 
   視覚障害者等（視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）で、そ 
  の障害が、同令第２２条の３の表に規定する程度のものをいう。）について、特別支援学校への就学を原則とし、 
  例外的に認定就学者として小中学校へ就学することを可能としている現行規定を改め、個々の児童生徒等につい 
  て、市町村の教育委員会が、その障害の状態等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとする。 
（２）視覚障害者等による区域外就学等 
   視覚障害者等が、その住所の存する市町村の設置する小中学校以外の小学校、中学校又は中等教育学校に就学す 
  ることについて、規定の整備を行う。 
（３）保護者及び専門家からの意見聴取の機会の拡大 
   市町村教育委員会による保護者及び専門家からの意見聴取について、現行令は、視覚障害者等が小学校又は特別 
  支援学校小学部へ新入学する場合等に行うこととされているところ、これを小学校から特別支援学校中学部への進 
  学時等にも行うこととするよう、規定の整備を行う。 

３．施行日 

 平成２５年９月１日 
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（文部科学省資料） 
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

35,157  

39,557  41,399  

45,369  
48,065  

10,749  10,719  11,113  11,080  10,921  

障害児数 

うち、特別児童扶養手当支給対象児童数 

保育所における障害児の受け入れ状況について 

※特別児童扶養手当 
  １級・・・身体障害者手帳１級、２級及び３級の一部 
  ２級・・・身体障害者手帳２級の一部、３級及び４級の一部 
       精神障害及び知的障害は上記と同程度 
  （障害の認定基準は、障害基礎年金の１級・２級と同等） 
 

（保育課調べ） 

（単位：人） 
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一般施策における障害児の数 
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義務教育段階で特別支援教育の対象となっている児童の数 

＊ 文部科学省作成資料 



（障害児関連部分抜粋） 
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